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参入阻止行動を考慮したカレツキアン・モデル

一
マイクロファウンデーションによる新展開一

大　野　隆

　本論文は，ポストケインズ派成長理論の一つであるカレツキァン・モデルに，労使交渉による価格

と賃金の決定，企業の参入阻止行動といったミクロ的基礎を明示的に組み込み，安定性や様々な経済

政策が経済成長率や利潤シェアに与える影響を考察する、労使交渉によるナッシュ積を最大にする効

率的交渉によって導かれた価格と賃金のもと，短期に稼働率の調整と企業の参入退出行動が行われ，

長期では，各企業が期待利潤率を最大にするように参入阻止行動を行うモデルを構築した．その結果，

短期において，財市場の安定条件であるケインジアン条件を満たさなかったとしても，体系が安定と

なりうることが明らかとなった．また，長期において，独立支出の増加や企業にとって望ましい所得

分配への変更が，利潤主導型成長レジームであったとしても，経済成長率に負の影響を与えるとの結
論を得た．

JEL　Classification　Codes：E24

　　　　　　　　1．はじめ1こ　　　（Bhaduri　and　Ma「glin（199°）・Lav°ie（2°°3）・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Bhadur1（2008），　Rowthorn（1977），　Cassetti

　本論文は，ポストケインズ派成長理論の一つ　　（2003））によって，賃金シェァと成長（雇用）が

であるカレツキァン・モデルに，企業の参入退　　正の関係になる賃金主導型成長レジーム（停滞

出行動や参入阻止行動といったミクロ的基礎を　　レジーム）だけではなく，賃金シェアと成長（雇

明示的に組み込むことによって，カレツキア　　用）が負の関係となる利潤主導型成長レジーム

ン・モデルの発展をはかるとともに，安定性や，　（高揚レジーム）などが，カレッキァン・モデル

様々な経済政策が経済成長率や利潤シェァに与　　の枠組みを用いて展開され，さらに実証研究

える影響を考察する．この考察を通じて，カレ　　（Hein　and　Voge1（2008），　Naastepad　and　Storm

ツキアン・モデルの新たな可能性を探求するも　　（2007），Bowles　and　Boyer（1995））との関連でも

のである．　　　　　　　　　　　　　　　　精力的に議論されている1）・2）．

　カレツキアン・モデルは，ポストケインズ派　　　他方，不完全競争市場を前提としたカレッキ

の一流派としてのみならず，有効需要を明示的　　アン・モデルはマークアップ率から価格が決定

に用いた議論ができ，なおかつ，異端派経済学　　されるため，企業の参入退出行動は明示されて

を結びつけることが可能なモデルとして注目さ　　いない．しかし，現代の資本制経済を考慮する

れている（Lavoie（2006））．しかも，カレツキァ　　場合，現代的特徴として，企業の参入退出行動

ン・モデルは，独占度が成長率（稼働率）に負の　　をカレツキアン・モデルは考慮しなければなら

影響を与えるだけではなく，独占度と実質賃金　　ないであろう．Glyn（2006）は，1945－73年まで

率が負の関係にあるため，独占度の低下を伴う　　を「資本主義の黄金時代」，1973年以降の資本

実質賃金率の上昇が成長率や稼働率の増加をも　　主義を「新自由主義」と捉えた．そして，後者

たらすとの帰結を得る．これらのパラメータの　　の特徴には「グローバル化」，「金融化」，「財市

関係は，賃金主導型成長（雇用）レジームといわ　　場の規制緩和」，「労働市場の規制緩和」がある

れ，主流派経済学と対称的な結論であるため，　　と指摘する．この「新自由主義」と称する一連

注目されている．それとともに，多数の論者　　の経済政策によって，労働市場，財市場金融
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市場，貿易政策などで，様々な構造改革が行わ　　　本稿では，労使交渉によるナッシュ積を最大

れたとも指摘している．それらに共通する目的　　にする効率的交渉によって導かれた価格と賃金

は「競争促進による経済の活性化」であった．　　のもと，短期に稼働率の調整と企業の参入退出

そして，今もなお，金融化や労働市場の流動化　　行動が行われ，長期では，各企業が期待利潤率

とともに，FTAの締結や，電力，航空，通信　　を最大にするように参入阻止行動を行うモデル

業界などで，許認可制から届出制への制度変更　　を構築し，企業の参入阻止行動という企業行動

といった財市場の規制緩和が行われている．そ　　のマイクロファウンデーションが，カレツキア

の結果，市場が開放され，新規企業の参入が可　　ン・モデルでいかなる役割を果たすのかを考察

能となったため，競争がより活性化し，市場規　　する．その結果，短期において，財市場の安定

模が拡大した．カレツキアン・モデルの最先端　　条件であるケインジアン条件を満たさなかった

の研究として，グローバル化，金融化，労働市　　としても，体系が安定となりうることが明らか

場の規制緩和をモデル分析に組み込んだ研究は　　　となる．また，長期において，独立支出の増加

多数あるが（Setter五eld（2002），　Blecker（1989），　や企業にとって望ましい所得分配への変更が，

Hein　and　van　Treeck（2007），Godley　and　Lavoie　　利潤主導型成長レジームであったとしても，経

（2006），Stockhammer（2004）），財市場の規制　　済成長率に負の影響を与えるとの結論を得る．

緩和は，カレッキアン・モデルにおいて，未だ　　　本稿の構成は次の通りである．第2節では，

見過ごされた感が否めない3）．財市場の規制緩　　企業の参入退出行動を組み込んだカレッキァ

和の目的は，市場を開放することによって，新　　ン・モデルを構築する．第3節では，稼働率調

規企業の参入が促進され，競争がより活性化し，　整と企業数調整が行われる短期均衡の安定性と

市場規模が拡大することにある．この政策を力　　比較静学について議論する．第4節では，参入

レッキアン・モデルを用いて考察するためには，　阻止行動を考慮した長期均衡と，その比較静学

企業の参入退出行動をモデルに組み込まなけれ　　について考察する．第5節では，結論と今後の

ばならない．しかしながら，不完全競争を前提　　課題について述べる．

とするカレツキアン’モデノレでは・参入阻止価　　　2モデルの設定
格から価格が導かれるため，企業の参入退出行

動を明示的に考察することができない．したが　　　本節では，労使交渉によるナッシュ積を最大

って，現代の資本制経済を分析する枠組みとし　　にする効率的交渉によって導かれた価格と賃金

て，不完全競争を前提とするカレツキアン・モ　　のもと，短期に稼働率の調整と企業の参入退出

デルは不十分な枠組みであるということができ　　行動が行われ，長期では，各企業が期待利潤率

るであろう、　　　　　　　　　　　　　　　　　を最大にするように参入阻止行動を行うカレツ

　Ohno（2013）は，　Blanchard　and　Giavazzi　　キアン・モデルを構築する．潜在的には0から

（2003）を参考に，企業の参入退出行動をカレツ　　〃まで連続した企業が存在するが，実際に市場

キアン・モデルに組み込み，企業数が，独占度　　に参入している企業が0から勿だけ存在する

やマークアップ率に負の影響を与えると想定し　　独占的競争市場を考える5）．期間は，稼働率と

た4）．その結果，賃金（利潤）主導型成長レジー　　企業数が調整される短期と，企業が参入阻止行

ムにおいては，体系が不安定（安定）となる点，　　動を取ることができる長期の二つの類型に分け

そして，名目賃金と参入障壁といった実質賃金　　る．短期では，労使交渉によるナッシュ交渉積

率に影響を与えるであろうパラメータが稼働率　　を最大にする効率的交渉によって導かれた価格

や成長率に与える影響について考察し，その違　　と名目賃金のもと，財市場の需給均衡を満たす

いを明らかにした．しかしながら，参入退出行　　ように稼働率が決定されるだけではなく，ゼロ

動を長期としていたため，稼働率調整と参入退　　利潤条件を満たすように企業の参入退出行動に

出行動の関係性について考察していない．　　　　よって企業数も決定される．また，長期では，
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財市場の需給均衡とゼロ利潤条件が満たされた　　元の効用関数をあらわす．労働者の効用は現在

もと，各企業は期待利潤率を最大にするように　　の消費に依存し，資本家の効用は現在の消費と

参入阻止行動をとると考える．すなわち，各企　　貯蓄に依存する以下の関数を想定する．

麸籔：雪驚二：：：竺㌫8塁奪　砺一αだ（ガα一㈱肯

最大にするように参入障壁を決定するが，第2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）

三：客茎‡㌶；鴛慧警：乏二；　砺一（〃TE－1Σc2‘ξλ）章　　（・）

働率を決定する．以下では，より詳細なモデル　　ここで，Eは需要の価格弾力性であり・本稿

の設定を行う．　　　　　　　　　　　　　　では，Eは1以上と仮定する．また・一般物

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　価水準Pとし，第‘財の価格ヵ、とすると，

舞続鷲ユ撒㍑欝《　　P－（ξ力酬1三・　（・）
している独占的競争市場を考える．実際に参入　　　という関係がある・資本家の予算制約式である

している勿ほどの各企業は，個別に以下の生　　利潤と労働者の予算制約式である総賃金をもと

産関数のもと，生産活動を行うと想定する．　　　に・各主体は効用最大化を試みる・したがって・

　　　　　　　　yi＝のηρ　　　　　　　（1）　　各商品の消費Ciは

㌶樗麓難當麓雀　…（ρ・／P）一・Σ㌘（（1一晋’＋凧）（・）

性である．Kを第‘企業の産出量，　K，を第‘　　となり・名目貯蓄は

企業の資本ストック，Mを第‘企業の雇用量　　　　　　　　　　＆＝sni　　　　　　（7）

とすると，以下のように想定することができる．　となる、酩は第i企業の名目賃金率である．

　　　　　　　　　　互　　　　　　　　　　但し
　　　　　　　　％＝巧・，　　　　　　　　　　　　nゴーカ，｝7一隅凡

　　　　　　　　ぴ一景　　　で㌫資需要を考え、う．総投資。，とす

酩＊は完全稼働水準での産出量である．第1式　　ると，投資を行うためには各財が必要であると

は稼働率をあらわし，第2式は資本ストック・　　して，第i財の投資需要を

嶽雅澱㌻ξ㌫欝錨　　瓦一⑭㌃　（・）
を想定するので，酩くK，と想定する．これら　　と考える6）．以上より，第ゴ財の需要の大きさ

の式と生産関数を用いると，　　　　　　　　　　は，

　　　　　　　　幼一竺　　（2）　　　　c汁五・　　（9）
　　　　　　　　　　α・　　　　　　　　　　であるため，総需要の大きさを

を得ることができる・ 　　　　　　アーΣ吾　　（1・）
価格・賃金決定　次に，各企業の価格と賃金決　　　と定義すると・第ゴ財の予想需要は

念麓誌驚㌶墓㌶霊　　　　酩一（芸已　　（11）
と砺とする．各財を生産する資本家が〃z人，　　となる．
　　　　　労働者がΣN人いると考える．なお，［塩は　　　次に本稿では，Dutt　and　Sen（1997）に従い，
　　　　ビ資本家力の効用関数をあらわし，砺は労働者　　労使交渉によって価格と賃金が決定されると想
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定する．すなわち，資本家は利潤を目的とし，　　となる．E（勿）は財市場の競争の程度をあら

労働組合は，現会社で働く時に得られる総賃金　　わし，βは資本家と労働者の賃金分配のパラメ

と総機会費用研Niの差を目的とし，下記のナ　　ーターをあらわす．　E（勿）が大きいほど，財

ッシュ積を最大化するように価格と名目賃金を　　市場の独占度が高くなり，βが大きいほど，労

設定する効率的交渉を考える．それゆえ，▽　　働者にとって望ましい所得配分への変更が生じ，

が与えられた下，ナッシュ交渉積　　　　　　　　利潤シェアが低下する．よって利潤シェアは

∵翻…～｛；）・一輌β把㎞β）一曙β）；

を最大にするには　　　　　　　　　　　　　　　とあらわされる．さらに，本稿では，企業数が

　　　　　　命一識・（13）三竺シエアに与える影蜘下のように想定す

轍㍊ぱご惣㌶らなlll）　〆励一・・霧β）＜・

㌶當竃㌶議㌶二…　　幣β）一〆（鋤
し，変化しない・のとす・．そのため㌃も〆（鋤く・であ・ため，企業数が増えるにつ

一定である．よって各企業は，価格を以下のよ　　れて，マークアップ率が低下し，利潤シェアも

うなマークアッププライシングによって決定す　　低下する．また，π”（〃z，β）は正負の双方を想

る・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定する．π”（〃2，β）＝0の場合（図110）），企業数

　　　　　　か一E＋9－1芸　（15）鷲蕊こ≧錫㌫：き繁霊

各企業の一個あたりの名目コストは隅／αiで　　シェァも徐々に低下する．しかしπ〃（〃z，β）＜

ある7）・マークアップ率の大きさは・Kalecki　Oの場合（図211）），企業数が増えるにつれて，

（1971）にあるように・財市場の独占度の程度を　　市場における価格競争がより激しくなり，利潤

あらわしているだけではなく・企業と労働者の　　シェァが急激に低下することを意味する．これ

交渉力もあらわしている・本稿では・財市場の　　は，企業数が増えるにつれて，価格競争にシフ

独占度と企業と労働者の交渉力を明示的に区別　　　トし，企業数の変化に対して過剰に価格が変化

する8）・ここでBlanchard　and　Giavazzi（2003）　する市場構造である．他方，π〃（〃z，β）＞0の

を参考に・価格の需要弾力性は企業数の増加関　　場合（図312）），企業数が増え，より競争的な市

数であるとする・そのため・　　　　　　　　　　場になるにつれて，利潤シェアの低下が小さく

　　H㈲酬勿）一∂諜）〉・　な・・とを意味す…れは・企業数の増加と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ともに，価格競争以外の競争にシフトすると考
とした関数と想定する．E（勿）は財市場の企
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　えられ，企業数の変化に対して価格の変化が小
業間競争の程度をあらわしている．本稿は，各
企業の行動様式として，差別化された財のヴ．　さくなる市購造をあらわしている・

，エテ，．の増加とともに，市場磯争がより〆（タ〃，β）〉°の場合企業数が増えるにつれ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　価格の変化が小さくなると考えることができる
激しくなるため，各企業は価格を低下させると
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ため，独占的競争市場から完全競争市場への移
想定する．そのため，企業数が増加するとマー
。ア。プ率は低下す。・・．　　　　行を想定できる市場嚇である・

　これより，利潤シェアは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　投資関数　各企業の投資関数は，Bhaduri　and
　　　　　　　・一±1腸）　（・・）Margli・（199・）に従い，稼働率だけではなく，
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　　　　　　　　図1・π”（励＝o　　　　　　　　　って，企業が将来への展望がほとんどなく，稼
π（m）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　働率や利潤シェアが0であれば，企業は縮小再

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生産を選択する可能性がある．その場合，独立

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支出は負となる．そのような可能性を排除しな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いためにも，本稿では，正だけではなく負の値

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　もg1がとることができると想定する．しかし，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資本蓄積率は稼働率や利潤シェアにも影響され

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　るので，将来への展望がほとんどない状態でも，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　m　　資本蓄積率の大きさは正となると想定する．こ0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の場合，稼働率や利潤シェァが高い水準にあっ

　　　　　　　　図2〆（〃）＜o　　　　　　　　　たとしても，資本蓄積率の大きさは小さくなる．
π（m）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　貯蓄関数　企業の実質利潤は，産出量（玲から

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実質総賃金（WNノρ）を除いた残余である．わ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　れわれは，（7）式より資本家が利潤からの一定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　割合（∫）を貯蓄し，労働者が所得をすべて消費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　すると考えるので，貯蓄関数（5f／κi）は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　m　　芸一・π（輌　 （23）

0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　となる．

　　　　　　　　図3．π”（勿）＞0

π（m）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業の参入退出行動　企業の参入退出行動の基

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　準となる実質参入障壁Dは，資本ストックに

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　対して一定の比率ゴであると考えるため，D‘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝4瓦となる14）．純利潤が参入障壁より大きけ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　れば，新たな企業が参入し，純利潤が参入障壁

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　より小さければ，既存企業の一部が市場から退

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出する．よって，潜在的に参入できる企業も含

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　m　　めた各企業の参入退出決定は
0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　π（物，β）幼一〇1　　　　　　（24）

利潤シェアπ（〃z，β）の増加関数であると仮定　　の正負に依存する．そのため，企業数の動学方

する．そのため，線形の投資関数∫ノK‘を　　　　程式は

　　　芸一・一免＋輌，β）＋⑭（22）　　㌃一乃（・（鋤⊇　（25）

と想定する13）．但し，g。＞0かつg2＞0である．　　となる．但し，γ2＞0かつば＞0である．純利

ここで∫iは第ゴ企業の投資をあらわす．g。は　　潤がゼロであるならば，企業の参入も退出も生

投資関数の利潤シェアに対する感応度であり，　　じていない状態であり，その時は，企業数も利

利潤シェアが増加すると資本蓄積率g，も増加　　潤シェァも一定である．なお，4には，正常利

する．g2は投資関数の稼働率に対する感応度　　潤率と利子率だけではなく，サンクコストとし

であり，稼働率が増加すると資本蓄積率が増加　　ての研究開発費や広告費も含まれ，粗利潤率を

する．g、は独立支出であり，資本家のアニマ　　あらわしている．研究開発費や広告費といった

ルスピリットや政府支出の総計である．したが　　サンクコストは，各企業の企業規模が大きくな
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れば，大きくなると想定する．その結果，研究　　　　　g1＋g。π（〃2，β）＋g2μ＝∫π（〃z，β）μ（29）

開発費と広告費は，稼働率ではなく完全稼働水　　を満たすように稼働率が調整され，ゼロ利潤条

準に依存するため，実質参入障壁Dは稼働率件
ではなく資本ストックの一定の比率と考えるこ　　　　　　　　π（勿，β）μ＝∂　　　　（30）

とができる15）．　　　　　　　　　　　　　　　を満たすように企業数が調整される．これより，

　　　　　　　3．短期均衡　　　　　　　　　　短期均衡における内生変数は勿，μであり・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（29）式，（30）式の2式によって構成される．

　本節では，稼働率と企業数が変化する短期均　　　短期均衡の定常状態における稼働率は，（29）

衡を考察する．短期均衡は・貯蓄を考慮した資　　式より

鑑欝1㌶鷺詐㌫㌫3ご　　・・一霊鵠1（31）
ずしも一致しない．そのため，ナッシュ積最大　　となる．稼働率が正であるためには，9、＋

化より導かれた価格と賃金の下，財市場の需給　　9。π（勿，β）＞0かつ∫π（〃z，β）－92＞0である場

の大小に応じて，稼働率が調整される．投資が　　合とともに，91十ρ。π（〃2，β）〈0かつsπ（〃2，β）

貯蓄を上回るときには，財市場は超過需要とな　　一92＜0である場合が考えられる．

り，貯蓄が投資を上回るときには，財市場は超　　　9、＋9。π（〃z，β）＞0かつsπ（〃z，β）－92＞0の

過供給となる．また，企業の参入退出も同時に　　場合，稼働率だけではなく経済成長率も正の値

行われる．純利潤が正の時は，企業の新規参入　　　をとるため，経済学的な有意味な均衡であると

が生じ，独占度が低下するため，利潤シェアも　　いえる．（29）式の左辺は資本蓄積率II，（29）式

低下する．他方，純利潤が負の時には，既存企　　の右辺は貯蓄率SSであるので，この2つを用

業が撤退し，独占度が上昇するため，利潤シェ　　いて財市場の均衡を図示すると図4となる．

アも上昇すると考える．なお，本節ではモデル　　9、＋9。π（〃z，β）＞0であるため，IIの切片は正

の設定として2段階ゲームの第2ステージとし　　である．また，∫π（〃2，β）一ρ2＞0であるため，

てではなく，財市場調整と参入退出行動を考慮　　IIの傾きよりSSの傾きのほうが大きくなる．

した短期分析を行う．　　　　　　　　　　　　　その結果，IIとSSは第一象限で交わり，経済

　各々異なった財を作る同質的な〃2の企業が　　成長率と稼働率がともに正の値をとる．

存在する経済を考えよう．したがって，μ‘＝μ，　　また，9、＋9。π（〃z，β）＜0かつsπ（勿，β）－92

瓦＝κ，∫《＝∫，＆＝S，9‘＝9である．また，資　　く0の場合，稼働率は正である．しかも，経済

本家も労働者も，全ての財を均等に購入し，消　　成長率が正であるには，

㌶警するものと考えると’鵬の需一（≦71＋σππ（勿，β））＜⑭一曝鵠鰐

　　　　　　　S　　∫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（32）
　　　　　　　π＝π＝・　　（26）を満たさなければならない．91＋、。π（城く

を満たすように稼働率が調整される．よって，　　0かつ∫π（〃z，β）－92＜0の場合・上記の式を必

稼働率と企業数の動学方程式は　　　　　　　　　ず満たすので，経済学的な有意味な均衡の一っ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　といえる．この均衡を図示すると図5となる．
㌃一γ1（91＋9ππ（勿，β）＋92〃一∫π（勿，β）・）・、、＋仇。（勿，β）＜。であ。ため，IIの切片は負

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（27）　　である．また，sπ（勿，β）一σ2〈0であるため，

　　　　　㌃一力（・M－・）（28）謬i霊2竺裏㌫二㌫叢震

となる．但し，γ、＞0である．したがって，短　　と稼働率がともに正の値をとる．

期均衡における財市場の需給均衡式　　　　　　　　他方，g1＋g。π（〃2，β）＜0かつ∫π（〃／，β）－g2
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，！㌍顕批β）〉°かつ鋤β）一の〉°　　　影一抱・（就臓

　　　　　　　　　　　　　　　SS
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鶉一願滅β）・・祝・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　であり，その特性方程式は，

　　　　　　　　　　　　　　　II　　　　　　　　　λ2＋α、λ＋α2＝0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　となる．したがって，この体系の定常状態が安

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定であるには，定常値で評価したヤコビ行列に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おいて

o　　　　　　　　　　　　－・・一（τ斑cθ）一影＋鶉くq

・㍗＋仇πM〈゜かつsπ（鋤一〆°　　・、一（…）一鵠一；綴〉・

　　　　　　　　　　　　II
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　とならなければならない．よって，（加αcε）は，

　　　　　　　　　　　　　　　SS　　　　　　　　　　一α1＝（τ勿cθ）＝γ2π’（勿＊，β）μ＊勿＊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　十γ1（g2－sπ（〃2＊，β））〃＊〈0　　　（33）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を満たさなければならない．これより明らかな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ことは，（33）式の右辺第一項が負である．その

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ため，いわゆるケインジアン条件17）といわれる

　　　　　　　　　　　　　　　　　μ　　　　∫π（〃z，β）＞g2を満たさなくとも，第一項が

0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　π・（勿）〈0であるので，その絶対値が十分に大

＞0や9、＋9。π（〃z，β）＞0かつsπ（〃2，β）－92＞　　きければ・（％cε）＜0を満たしうる場合があ

0の組み合わせの場合，稼働率μ＊だけではな　　るということである・

＜，経済成長率9＊も負の値をとるため，経済　　　他方・（ゴ∂）は

学的に有意味な均衡とはいえない．したがって，　　α2＝（4εの＝γ・γ2π’（〃z＊，β）

本稿では，稼働率と経済成長率が均衡において　　　　　　　　　（92μ＊－9ππ（勿＊，β））μ＊〃z＊＞0

正の値を取る場合のみを考察の対象とする16）．　　を満たさなければならない．これは，ケインジ

そのため，以後の分析では，g、＋g。π（勿，β）〉　　アン条件が満たされる場合，財市場において，

0かつsπ（〃z，β）－g2＞0である場合とともに，　　直接的にπ（〃z，β）がgに与える影響が正であ

σ、＋σ。π（〃z，β）〈0かつ∫π（〃2，β）一σ2＜0であ　　る，いわゆる利潤主導型成長レジームを意味し

る場合を考察の対象とする．　　　　　　　　　ている18）．他方，ケインジアン条件が満たされ

　次に，この体系の短期均衡の局所的な安定性　　ない場合，財市場において，直接的にπ（勿，β）

を考察する．短期均衡では，幼＝0，∂＝0とな　　が経済成長率に与える影響が負である，いわゆ

るように，稼働率と企業数が決定されなければ　　る賃金主導型成長レジームを意味している．以

ならない．この∂と勿の動学体系のヤコビ行　　上より，以下の命題が導かれる．

列は，定常均衡（＊＊24，〃z）の近傍では

　　　Aパ、、　∂〃∂。∂〃伽　　命題1ケインジァン条件満たされている場
＿）一（，嚇、嗣　舗噛・おいて，酬に利潤・・醜
　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　済成長率に正の影響を与える利潤主導型成長レ
妥一・・（・・一・π（滅β））ゾ　　ジームであ・ならば，・の体系は安定的とな・．

器竹（＿・）檎臓　隠：㌶：；‡㌶灘㌫㌶
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大きく，なおかつ，財市場において，直接的に　　らかとなった19）．この帰結は，近年のSkott

利潤シェァが経済成長率に負の影響を与える賃　　（2012）とHein∂α乙（2011）の論争に新たな知見

金主導型成長レジームであるならば，体系は安　　を与えるものである．Skott（2012）は，投資の

定的となる．　　　　　　　　　　　　　　　　稼働率に対する感応度であるg2の長期の値が

　体系が安定となるメカニズムは，以下のとお　　大きいため，ケインジアン条件は満たされない

りである．まず，ケインジァン条件が満たされ　　と主張し，カレツキアン・モデルに対して，否

ている場合を考える．財市場が超過需要かつ超　　定的な見解を示している。他方，Hein砿己

過利潤が存在する場合，稼働率は増加するが，　　（2011）は実証分析から，g2の値が小さいこと

超過需要の大きさは縮小する．他方，稼働率の　　を示しているが，両者の論争について，決着が

増加によって，利潤率が増加するので，企業の　　ついた状況とは言いがたい．本稿は，g2の値

新規参入が生じる．その結果，より競争的な市　　が大きく，ケインジアン条件が満たされなかっ

場となるので，利潤シェァは低下する．利潤主　　たとしても，企業の参入退出を考慮した場合，

導型成長レジームでは，利潤シェアの低下が経　　短期均衡が安定的になりうるということを示し

済成長率の低下をもたらすため，利潤率が低下　　ている．

する．以上より，超過需要および超過利潤が解　　　次に，短期均衡における，独立支出である

消され，定常均衡に収束することとなる．　　　　g、の上昇，参入障壁である4の上昇と，資本

　次に，ケインジアン条件が満たされていない　　家にとって望ましい所得配分への変更であるβ

場合を考える．この場合，（拗6θ）＜0を満た　　の低下が，経済成長率や稼働率に与える影響を

すには，π’（〃2，β）の絶対値が大きくなければ　　考察しよう．

ならない．財市場が超過需要である場合，稼働

率が増加し，超過需要の大きさは拡大する．他　　命題2　独立支出であるg1の増加は，企業数，

方，利潤率も増加するので，企業の新規参入が　　稼働率を増加させ，利潤シェアを減少させるが，

生じ，利潤シェァが低下する．この利潤シェア　　経済成長率に影響を与えない．資本家にとって

の低下によって，貯蓄率と蓄積率が低下するの　　望ましい所得配分への変更であるβの低下は，

で，超過需要も減少する、したがって，ケイン　　企業数を増加させるが，経済成長率，稼働率に

ジアン条件が満たされていない故の直接的な超　　影響を与えない．参入障壁∂の増加は，企業

過需要の増加より，新規参入による利潤シェア　　数を減少させるが，経済成長率を増加させる．

の低下がもたらした間接的な超過需要の減少の　　ケインジァン条件を満たしている場合，利潤シ

方が大きい場合，この体系は安定であるため，　　エアは増加するが，満たしていない場合，利潤

超過需要及び超過利潤が解消され，定常均衡に　　シェアは低下する．

収束することとなる．他方，ケインジアン条件　　　証明）Appendix　1参照

が満たされていない故の直接的な超過需要の増　　　独立支出の増加は，経済成長率を増加させる

加が，新規参入による利潤シェァの低下がもた　　　とともに，稼働率の増加によって超過利潤が発

らした間接的な超過需要の減少より大きい場合，　生するため，企業の新規参入が生じる．そのた

超過需要はさらなる超過需要を生み出し，超過　　め，利潤シェアは低下するので，経済成長率が

利潤も増加する．この場合，体系は不安定であ　　低下しつつ，稼働率が増加する．その結果，経

るため，超過需要及び超過利潤は増加し，発散　　済成長率は初期水準に戻り，企業数，稼働率は

する．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　増加し，利潤シェアは減少する．

　以上より，ケインジァン条件が満たされなか　　　他方，βの低下は，経済成長率を一時的に高

った場合，すなわち，蓄積率の稼働率に対する　　めるが，利潤率も増加するため，企業の参入が

感応度が貯蓄率の稼働率に対する感応度より大　　生じ，利潤シェアが低下する．その結果，企業

きい時でも，体系が安定的となりうることが明　　数は減少し，利潤シェァ，経済成長率が低下し
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つつ噺しい均竺では・締成長率や利潤シ・　　勿ω。（鋤），β）“ω　（34）
アが初期水準に戻る．以上より，企業の参入退　　　　　　　　”

出行動を考慮すると，双方のパラメーターは経　　となる。そのため・

済成長率に影響を与えないことが明らかとなっ　　　　max巫π（勿，β）μ，∫．τ．（29），ακ∂（30），

た．また，これらの帰結は，ケインジアン条件　　　　　4　”

の成立の如何に影響をうけない．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（35）

　次に参入障壁の増加の影響を考察しよう．参　　を解くことで・最適な参入障壁∂を導くこと

入障壁4の増加は企業の退出をもたらす．そ　　ができる・短期均衡が安定的であるためには・

の結果，利潤シェアが上昇するため，経済成長　　9・π（〃z，β）－9弼＞0でなければならなかった・

率が増加し，稼働率，賃金率は低下する．他方，　したがって・単純化のため・92＝0として議論

ケインジアン条件を満たさない場合，利潤シェ　　をすすめる’そのため・sπ（〃z，β）＞92であり・

アを高めると稼働率が増加する．ケインジァン　　ケインジァン条件は満たされている・その結果・

条件を満たしていないため，稼働率の増加にょ　　期待利潤率を最大にするような参入障壁の値は

・て・鯛率と利僻が大幅に増加し，企業数　　　4－一卿耐，β）
が増加に転じる．それにともなって，利潤シェ　　　　　　　　　　　　　S

アが低下し，経済成長率が増加する．　　　　　　となる・したがって・長期均衡は

　　　　　　　4長期均衡　　　　　・一一螂ピ，β），（36）

本節では，価格決定の根拠となる利潤最大化　9・＋・・π（勿・β）＝・π（鋤）・，　（37）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4＝π（勿，β）μ　　　　　（38）
行動とは別に，新たな企業行動のマイクロファ
ウンデーションとして，参入障壁を操作変数と　　の3つの式によって構成され・内生変数はμ・

した長期における期待利潤率最大化行動を想定　　”z，4となる・

した．長期均衡を考察する．短期では，参入障　　　次に・この短期の動学方程式の定常解が部分

壁4を外生変数と考えた．しかし，長期では，　　ゲーム完全均衡経路上の第2段階部分ゲームの

各企業は参入障壁を調整し，より高い期待利潤　　均衡解と一致することを確認してみよう・短期

率を獲得する行動様式を想定する．ここで，同　　の動学方程式は・参入障壁を考慮すると

質的な企業・端的に蹴して〃鮒硫し・　膓一・・（9、＋9ππ（〃z，β）－sπ（〃z，β）・），

実際に，0から勿の企業が参入している経済
を考え。．“は＿定であ。．参入障勤と等し　　γ1＞0　　　　（39）
い・励・だけの粗利潤率を各企業は得・　㌃一乃（　　　　　　　〃29ππ’（〃2，βπ（物，β）z4＋　　　　　　　　　　∫）｝，

が調騨な繍であるので・各企業の期待利　　，、〉・　　　　（4。）
潤率は㌃π（勿・β）吐なる・2段階ゲームと　とな。．。の体系の醐均衡の局所的ぽ定性

して，短期である第2ステージでは，各企業は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を考察する．この諺と幼の動学体系のヤコビ

歴惣㌶瓢驚攣鷲し行列嫉常均衡励りの近傍では

¶㌔嶽落≧諜；驚　（：ll：1：）一（㌶㌶忽）・

もと・÷・（鋤・を駄化す・・う…を　　票一瓢賦βぱ

瓢繁鷲よ㌶欝竺鷲　嘉一輪鋼禰ゾ
なり’期待利榊は 　　　　　書乃・硫）就
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　　　　蒜一顕滅晒＊　ξ¶蹴遮萎㌶巖‡：：三覧，

　　　　　　　＋γ2〃2＊旦（π・（〃z＊，β）　　　　　独立支出の増加であるg、の上昇は，長期の経

　　　　　　　　　　S　　　　　　　　　　　　済成長率を高める効果がある．
　　　　　　　＋勿＊π”（勿＊，β））　　　他方，〆（鋤）〉一勿π〃（勿，β）の場合を考

であり・（協cε）は・　　　　　　　　　　　　　えよう．この場合，π〃（勿，β）＞0かつ，その

　一α1＝（施cε）＝一γ1∫π（”芦β）μ＊　　　　　値が大きくなければならない．各企業は4を

　　　　　　　　　＋γ2”z＊μ＊π1（勿＊，β）　　　　大きくすると，市場構造から企業数が急激に減

　　　　　　　　　＋・粛争〆（就β）・＊　少す。ため，竺。（鋤。は低下す。．その

　　　　　　　　　＋勿＊π”（滅β））〈o　ため，各企劇£4を小さくする。とで娠増

を満たさなければならない．これより明らかな　　加させ，竺π（〃2，β）μを更に高めることを追求

ことは・（’πzcε）の右辺第一項と第二項が負で　　する．その結果，独立支出の増加は，短期から

あるため・π”（批β）が正かつ大きくなければ・　　長期にかけて，更に企業数が増加するため，利

（拗c杉）＜0を満たしうる．他方・（4θのは　　　　潤シェアが低下し，経済成長率も低下する．以

　　α2＝（鹿τ）＝γ1π（〃2＊，β）　　　　　上より，π’（〃z，β）〉一勿π”（〃2，β）の場合，独

　　　　　　　　μ9。（一π’（〃2＊，β）（1＋〃z＊）　　立支出の増加である9、の上昇は，より競争的

　　　　　　　　　　一勿π”（勿＊，β））＞0　　　な市場を創りだすが，長期の経済成長率を低め

である．（d杉τ）の右辺第一項が正であるため，　　る効果がある．

π” （〃z，β）が正かつ大きくなければ，（4θD＞0

を満たしうる．これより，この定常解の動学的　命題4βの低下によって，πβ（〃2，β）〉

安定性は，π”（批β）が正かつ大きくなければ　　勿π舌（〃2，β）の場合，企業数は減少するが，

満たされるという点が明らかとなった．したが　　πβ（勿，β）＜勿π8（〃z，β）の場合，企業数は増加

って，π”（〃z，β）が正である場合も考察の対象　　する．また，一π（勿，β）π〃（〃z，β）＋勿π’（〃2，β）2

となる．　　　　　　　　　　　　　　　　〉勿π（〃z，β）π”（〃2，β）の場合，参入障壁と経

　では，長期均衡において，g1とβが経済成　　済成長率は増加するが，勿π’（〃z，β）2一π（〃2，β）

長率，稼働率，参入障壁，企業数に与える影響　　πノ（〃2，β）＜勿π（〃2，β）π”（〃2，β）の場合，参入

を考察しよう．　　　　　　　　　　　　　　　障壁と経済成長率は減少する．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　証明）Appendix　3参照

命題3独立支出σ、の増加は，企業数を増加　　　πβ（〃／，β）〈勿π6（〃z，β）の場合を考えよう．

させる．π’（勿，β）〉一勿π”（〃2，β）の場合，参　　短期において，βの低下は，命題2から明らか

入障壁や経済成長率は増加するが，π1（〃2，β）　　なように，企業数を増加させるが，利潤シェア，

〈一〃zπ”（〃2，β）の場合，参入障壁や経済成長　　経済成長率，利潤率に影響を与えない．また，

率は減少する．　　　　　　　　　　　　　　　期待利潤率塑π（勿，β）〃が増加しているため，

　証明）Appendix　2参照　　　　　　　　　　各企業は4を増加させることで期待利潤率を

　短期では，独立支出の増加は，経済成長率に　　更に高めようとする．この4の増加によって

影響を与えないが，企業数を増加させるため，　　企業数は減少する．短期から長期にかけた企業

　　　　　　　　　　　期待利潤率に相当する一π（勿，β）％も増加す　　数の減少が，短期における企業数の増加より大

る．π’（勿，β）＜一勿π”（勿，β）の場合，長期に　　きいため，最終的に企業数は初期水準以下とな

おいて，各企業は竺π（〃2，β）μを更に高める　　り，利潤シェアが増加する．利潤主導型成長レ

ために，∂を増加させる20）．その結果，企業数　　ジームであるため，経済成長率も増加する．こ

は減少するが，短期の効果より小さいため，長　　のように，資本家にとって望ましい所得配分へ

期的には，企業数は増加する．また，短期から　　の変更であるβの低下は，長期の経済成長率
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を高める効果がある．　　　　　　　　　　　　　配への変更と独立支出の減少が，経済成長率を

　他方，πβ（勿，β）〉勿π6（〃¢，β）の場合を考え　　高める政策として望ましいとの帰結を得る．

よう・短期において・βの低下は企業数の増　　　　5．おわりに
加をもたらすが，利潤シェア，経済成長率，利

潤率に影響を与えない．そのため，期待利潤率　　　本稿は，ポストケインズ派成長理論の一つで

竺π（批β）μも増加する．　　　　　　　　　　　あるカレツキァン・モデルに，ミクロ的基礎付

　一π（〃2，β）πノ（〃2，β）＋勿π’（〃z，β）2＞勿π（〃z，β）　　けとして，労使交渉によるナッシュ積最大化と

π”（〃2，β）であるならば，各企業は4を高める　　ともに企業の参入阻止行動を導入し，短期均衡

ことで期待利潤率をさらに高めようとする．そ　　の安定性と比較静学，長期均衡の比較静学を考

のため，企業数の減少を通じた利潤シェァの増　　察した．その結果，短期均衡において，財市場

加が経済成長率の増加をもたらす．また，企業　　の安定条件を満たさなかったとしても，企業の

数の減少効果が小さいため，企業数は初期水準　　参入退出が独占度に影響をあたえる場合，短期

より増加する．その結果，より競争的な市場に　　均衡の安定性が保持される点を確認できた．こ

なり，利潤シェァ，経済成長率，参入障壁が増　　れは，Skott（2012）によるカレツキアン・モデ

加する．そのため，資本家にとって望ましい所　　ルに対する批判に対して，カレツキアン・モデ

得配分への変更であるβの低下は，長期の経　　ルの頑強性を示すものである．さらに，参入阻

済成長率を高める効果がある．　　　　　　　　　止行動を考慮した長期の場合，利潤主導型成長

　他方，〃2〆（勿，β）2一π（批β）π’（〃z，β）〈　　レジームであったとしても，企業数が増えるに

勿π（〃z，β）π”（物，β）の場合を考えよう．この　　つれて価格が企業数に対して非感応的になる市

場合，π”（勿，β）＞0かつ，その値が大きくな　　場構造の場合，有効需要の増加や資本家にとっ

ければならない．各企業は，ゴを減少させるこ　　て望ましい所得分配への変更が，経済成長率を

とによる企業数の増加効果の方が，利潤率の減　　低下させる可能性があることがあきらかとなっ

少の効果の方より大きいことを知っているため，　た．このように，参入退出と参入阻止行動を考
∂の減少によって期待利潤率竺π（〃2，β）μを　　慮すると，既存のカレツキアン・モデルとは異

高めることを試みる．その結果，企業数は更に　　なる帰結がもたらされる可能性がある．

増加し，利潤シェァも低下するため，経済成長　　　最後に，本稿の今後の課題について触れてお

率も低下する．この場合，利潤主導型成長レジ　　きたい．本稿で提示したモデルは，ミクロ的基

一 ムであったとしても，企業の参入阻止行動の　　礎付けとして，労使交渉によるナッシュ積最大

結果，資本家にとって望ましい所得配分への変　　化とともに企業の参入阻止行動といったミクロ

更であるβの低下は，経済成長率を押し下げ　　的基礎付けを考慮した分析であるが，同質的な

る働きをするため，通常のカレッキァン・モデ　　企業を想定した分析にとどまる．今後は参入し

ルと比べると逆説的な帰結となる．　　　　　　　た既存企業と新規参入企業の非対称性を導入す

　以上より，π”（勿，β）＞0かつ大きい場合，　　るなど，さらなる分析が必要となる．それとと

資本家にとって望ましい所得分配への変更と独　　　もに，本稿の投資関数は線形を想定した非常に

立支出の増加が経済成長率を低下させる．これ　　単純な投資関数である．今後は，企業の利潤最

は，企業数が増加するにつれて，価格競争が緩　　大化や費用最小化（Ohno（2009））といった企業

やかになり，利潤シェアの低下が小さくなる，　　行動のマイクロファウンデーションから導出さ

すなわち，財のバラエティーが増加したとして　　れる投資関数を用いた分析も必要であろう．ま

も，価格の低下があまり生じない市場構造によ　　た，労働者は収入すべて消費し，資本家は利潤

って生じるものである．この場合，財市場にお　　の一定割合を貯蓄すると想定した消費行動には，

いて，直接的には利潤主導型成長レジームであ　　強い前提が置かれている．恒常所得仮説など，

ったとしても，労働者にとって望ましい所得分　　新古典派経済学の消費理論の知見を応用しつつ，
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カレツキアン・モデルの頑強性を追求する必要　　∂π（〃Z，β）＿

がある．このように，マイクロファウンデーシ　　　∂β

。ンを考慮した…ケイ・ズ派締学マ・・乏（勿，β）（鋤β㌦翌β））一勿鋤β融β），

理論は，残された課題が数多くある．以上の点　　∂4　∂g1

は，今後の課題としたい．　　　　　　　　　　　∂8　a8　S
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2πβ（〃2，β）（π’（〃》，β）＋〃zπ”（〃2，β））一〃2π’（〃2，β）π8（餓らβ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9π　　　　　　　　　　　　s△1

　　　　．　　　　　　・・（鋤・励（鋤の齢筈・・とな・・
Appendlx　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂勿

告一〆（勿，β）μ△〉・筈一・（芸β）・α‡漂）Z漂）蕊）蕗＞1とこ蕊

∂π　　π・（勿，β）π（〃z，β）　　　　　　　　　　π”（勿，β）＞0であってもその値が小さい場合，
万「ニー　　　　　△　　　　　＜o　　　　　　　　　　　　πβ（〃2，β）（〆（〃2，β）＋〃zπ〃（〃z，β））＜〃2π・（沈，β）

晋一・△一〆（批β）一）一）・・霊㌶㌶鴎㌶罐：
（4θτ）＞0より，△〈0である．　　　　　　　　　　πβ（勿，β）（π・（批β）＋勿π〃（勉，β））〉勿π・（勿，β）

器一（∫　雫（勿，β）・・　　頑（勿・β）・な・の⇒・・とな・・

筈一疵き）一・・嘉一・〉・　　（灘菱竃㌶21・㌔1
　　∂π　　π〆（〃2，β）（sπ（〃z，β）－92）

　　∂∂　　　　　　　　△　　　　　　’

・π（鋤・免であ・なら1露・・とな・・

・π（批β）＜9・であるならば・諏＜oとなる’

　　　筈一⇒一一諮1多｝・・　注

　　　嘉一q緒一・　　　灘。麟灘繊塁警襟㌶讃
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　摘を頂いた．また，佐々木啓明准教授（京都大学），中

Appendix　2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　谷武教授（尾道市立大学）からも貴重なコメントを頂い

　　∂勿　　＿1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　た・記して深く感謝申し上げる・なお・本稿における

　万＝△、＞0　　　　　　　すべてのありうべき過誤は筆者の責任である・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）　実証分析に目を向けるならば，利潤主導型成長
　旦＝亙⊥＝9π（π’（勿’β）＋勿π”（批β））　　　　レジームと賃金主導型成長レジームの双方がありえる

　　∂σ・∂91・　　　・△・　　’　　との帰結を得るが，H，i。胆dV。g。1（2008）が指摘する

　△，＝gπ（2π’（〃z，β）＋勿π”（勿，β））＜0．　　　　　　ように，開放経済を考慮した実証分析の場合，利潤主

告は，〆M＋嚇β）に依存す・．§㌶≧嶽〔またNishi（2°12）も
π” （勿，β）＝0やπ”（勿，β）〈0，もしくはπ”（勿，β）　　　　2）　カレツキアン・モデルにおいてマークアップ率

＞0であっても，その値が小さい場合，π・（批β）　　の内生化を行った代表的な研究はインフレーション・

＜一鋤β）・な・ため陽・・とな・・順言、㌫ぽ隠㌫鷲晋認2濃
π”（批β）＞0かつその値が大きい場合，π’（〃2，β）　　いる．この理論は，資本家と労働者双方が目標マーク

〉一勿π”（〃2，β）となるので，△」＜0が満たされて　　　アップを達成するために，価格および名目賃金率の変

い・かぎ・陽・・とな・・　　　驚三藷㌶系㌫㌶㌻雀㌫
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　するものではない．
Appendix　3　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）　カレツキアン・モデルの枠組みでは，　Sen　and

∂沈＿＿gππβ（勿，β）＋〃zgππ6（〃2，β）　　　　　　　　　Dutt（1995）やDutt　and　Sen（1997）が，企業数が独占

万一　　　　　　△，　　　　　’　　　　　　　　度に影響を与えるモデルをニューケインジアンのフレ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ームワークで展開した．しかし，彼らの分析は参入退

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出行動を考察していないため，独占度は一定である．
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　4）　カルドア型（ケンブリッジ学派）では，価格は財　　　資関数を想定しているが，非線形の投資関数を考慮し
市場の需給均衡をみたすように調整される（Sawyer　　　た場合，均衡の近傍で亙の値が大きく，なおかつ，
（1995），Fl。、ch，1頑Sk。tt（2006））．。れは，本稿の　舗率力、小さ場合，羅形の投資関数を線形近似す

設定と正反対である．カルドァ型の場合，財市場が超　　　ると，g、が負の値を取る可能性がある．　g、が負であ

過需要であるならば価格が上昇する．他方，本稿は，　　　　り，ケインジアン安定条件を満たさないということは，

財市場が超過需要であると，稼働率が上昇して利潤率　　　このような状況を想定していると考えることもできる．

雛墨灘㌶1竃1㌶17・。の安定条件（嚢・銚稼働率・
いう点で独占的競争市場であるが，Dixit　and　Stiglitz　　　増加に伴う資本蓄積率の増加より・貯蓄率の増加の方

（1977）のように，利潤最大化行動によって生産量を決　　　が大きくなることを意味しており・（通常のケインジ

定しない．（企業と労働組合による効率的交渉によっ　　　アン’モデルで想定される）数量調整の安定条件と同

て決定された）名目価格と名目賃金を所与とし，財市　　　　じ意味である・

場の需給均条件によって生産量が決定される．他方，　　　　18）利潤シェアの上昇が・財市場を通じて・直接・

企業行動のマイクロファウンデ＿ションとして，企業　　　経済成長率に与える影響は・

織漂2管il」噸大化行動を・参巡を　…器β））一・π癒一。・｛・・噺

れ2。襟㌶罐蕊㌶誉；なけ㌫㌶嘉霊こみ㌶三
　7）　同質的な経済においては・これらを整理すると　　　インジァン条件をみたさない場合（∫π（〃z，β）＜92），

　　　　　　　　・一舌三，　・16・、（　　∂ρπ（〃～，β））・・で…

　　　　　　　ぽ一・吉≧〒1万　・17・下19L撰㌶；識襟＝⊇；：；

となる．よって，実質賃金率と利潤シェアは　　　　　　　と稼働率の関係（高揚レジームか停滞レジーム）が・体

　　　　　　　　▽　　E＋β一1　　　　　　　　　　　　系の安定性のために重要な論点であった・他方・本稿

　　　　　　　7r＝Eα・　　（18）　では・それととも…賃金蝉型成長・ジームか利潤

　　　　　　　　　・一＝　　・19・ま灘曇㌫霊㌔念蒜6叢三
となる．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ったとしても・成長レジーム次第では安定となりえな

　8）　労使交渉を想定せず，企業の利潤最大化行動を　　　い場合がある・

前提とすると，利潤最大化行動からは　　　　　　　　　　　20）π’（〃τ，β）＜一勿π”（〃z，β）の場合・企業数に対

　　　　　　　　　　　E　〃　　　　　　　　　　　　する限界平均利潤率が低減している．

　　　　　　　　㌍百㌃　　　　　　　　参考文献
が導出される．この差異は結論に影響を及ぼさない．
　9）参入企業数が増加すると，消費者は支出先の選　　　阿部太郎（2009）「ヵレツキアン成長モデルのミクロ的

択が増える．その結果，すべての商品を購入したいと　　　　基礎」『季刊経済理論』第45巻第4号・PP．88－96．

強く考える消費者の場合，一定の予算制約のまま，購　　　池田毅（2010）「再考：カレツキアン・モデルのミクロ
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